
（単位：千円）

（実質黒字比率　 13.08 ％）

歳入総額 歳入歳出差引額 翌年度に繰り 実質収支額
アーイ 越すべき財源 ウーエ

ア ウ エ オ
一般会計 58,430,680 3,699,175 701,351 2,997,824

合計 ▲ 2,997,824 ① ※黒字のため、実質赤字額はマイナス表示

（連結実質黒字比率 28.91 ％）
　　※小数第３位切り捨て

一般会計等以外の特別会計のうち公営企業以外の特別会計の実質赤字額
歳入総額 歳入歳出差引額 翌年度に繰り 実質収支額

アーイ 越すべき財源 ウーエ
ア ウ エ オ

8,749,284 87,410 0 87,410
5,503,670 290,838 0 290,838

926,682 20,049 0 20,049
合計 ▲ 398,297 ② ※黒字のため、実質赤字額はマイナス表示

公営企業会計（法適用）の資金不足額
流動資産 算入される アーイーウ 解消可能 事業の規模 資金不足比率

地方債の額 資金不足額 カ／キ
ア ウ エ オ キ ク

水道事業会計 2,044,316 0 1,866,313 0 416,330 ―
下水道事業会計 1,443,897 0 1,360,731 0 1,315,800 ―

合計

イ

会　　計　　名

1,360,731
▲ 3,227,044 ③※資金剰余のため、資金不足額はマイナス表示

5,212,832

エ＋オ
カ

83,166

流動負債 資金不足・剰余額

1,866,313

8,661,874
介護保険特別会計
国民健康保険特別会計

イ
178,003

標準財政規模

会　　計　　名

22,907,634
＝

一般会計等の実質赤字額
　　※小数第３位切り捨て

22,907,634
▲ 2,997,824

歳出総額

イ
54,731,505

実質赤字額がマイナスのため、実質赤字比率なし＝

▲ 6,623,165

歳出総額

一般会計等の実質赤字額①

連結実質赤字額がマイナスのため、連結実質赤字比率なし

会　　計　　名

906,633後期高齢者医療特別会計

連結実質赤字額①+②+③

標準財政規模
＝連結実質赤字比率（％）

＝実質赤字比率（％）



（単位：千円）

（３ヵ年平均）

※小数第２位切り捨て

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
1,928,413 1,839,148 1,699,841

0 0 0
1,928,413 1,839,148 1,699,841 ①

173,442 161,198 56,382
223,090 255,593 300,235
865,362 829,906 769,543

1,261,894 1,246,697 1,126,160 ②
1,379,209 1,438,136 1,368,148 ③
1,622,083 1,508,631 1,432,756 ④

21,321,459 20,952,997 22,907,364
687,603 236,572 0
104,481 30,074 0

22,113,543 21,219,643 22,907,364 ⑤

0.0011687

④普通交付税算入額

臨時財政対策債発行可能額

地方債の元利償還金・準元利償還金に係るもの

①地方債の元利償還金
地方債の元利償還金

②準元利償還金

22,907,364　-　1,432,756

3
0.92241　+　0.70559　+　0.11687

平成３０年度
22,113,543　-　1,622,083

21,219,643　-　1,508,631

（1,928,413　+　1,261,894）　-　（1,379,209　+　1,622,083）
＝ 0.0092241

0.0070559令和元年度
（1,839,148　+　1,246,697）　-　（1,438,136　+　1,508,631）

＝

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる負担金

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

公営企業債の償還に充てたと認められる繰入金
ア―イ

ウ+エ+オ

普通交付税額

キ
都市計画税充当可能額

標準税収入額等

0.5%

⑤標準財政規模

＝

令和２年度
（1,699,841　+　1,126,160）　-　（1,368,148　+　1,432,756）

＝

うち繰上償還に係るもの

オ

（地方債の元利償還金①+準元利償還金②）-（特定財源③+元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額④）
標準財政規模⑤－元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額④

＝実質公債費比率（％）

③特定財源

ク
ケ
コ

ク+ケ+コ
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カ



（単位：千円）

ア
イ
ウ
エ
オ
カ
キ
ク
ケ
コ
サ

①
②充当可能基金額　　　　 シ ②
③特定財源見込額 ス ③
④普通交付税算入見込額 セ ④

ソ
タ
チ

⑤※実質公債費比率の⑤と同じ
⑥普通交付税算入額 ツ ⑥※実質公債費比率の④と同じ1,432,756

5,794,273
11,487,717

22,907,364
0

1,261,550

13,368,032

0

0

0
25,539,057

0

0

標準財政規模⑤－元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額⑥

2,312,480
3,421,575退職手当支給予定額のうち一般会計等の負担見込額

臨時財政対策債発行可能額

標準税収入額等

ソ+タ+チ

令和２年度

▲ 8,763,929

⑤標準財政規模

17,020,996

22,907,364
普通交付税額 0

債務負担行為に基づく支出予定額 5,175,420
公営企業の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額

①将来負担額
地方道路公社の負債額
土地開発公社の負債額

一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

将来負担額がマイナスのため、将来負担比率なし＝

＝

将来負担額①　-　（充当可能基金額②+特定財源見込額③+地方債現在高等に係る普通交付税算入見込額④）

組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

一部事務組合等の地方債の元金償還に充てる負担等見込額

連結実質赤字額

ア+イ+ウ+エ+オ+カ+キ+ク+ケ+コ+サ

第三セクター等に対する損失補償債務等に係る負担見込額

0

地方独立行政法人の負債額

22,907,364　-　1,432,756
25,539,057　-　（17,020,996　+　5,794,273　+　11,487,717）

21,474,608

＝将来負担比率（％）


